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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

87,643                         事業者支援分交付限度額
（国のR2予算）

7,872                    

通常分交付限度額
（国のR3予算）

83,564                         事業者支援分交付限度額
（国のR3予算）

-                         

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限

度額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 118,271 - -  118,271 116,271 2,000 - - - 

1 単 通常事
業

福祉センター
感染予防を施
した環境整備
事業

①感染予防対策施すことにより、町民に不安を与えること
なく安心して施設を利用してもらえる環境に整備します。
②感染予防対策環境整備工事に係る経費
③手洗自動センサー取付718千円　網戸設置140千円
ロビー抗菌クロス等1，416千円　サッシ取付1，297千円
テーブル・椅子等2，156千円　　　空気清浄機396千円
④福祉センター

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公

共投資の早期
執行等

①３密対策 R3.4 R4.3 6,123 6,123 6,123 別添事業計画書添付 R3補正（地）

2 単 通常事
業

町内公民館
（各分館）・社
会体育施設に
おける感染拡
大防止事業

①不特定多数の人が利用する町内公民館（各分館）等の
衛生設備の環境を整備することにより、新型コロナウイル
スの感染拡大防止を図る。
②トイレ・手洗い場等の衛生設備改修工事に係る経費
③便器改修費　13，500千円　　手洗い場改修費　1，600
千円電気設備改修費　1，900千円
④公民館（各分館）・社会体育施設

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公

共投資の早期
執行等

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 15,000 15,000 15,000 別添事業計画書添付 R3補正（地）

3 単 通常事
業

かわちプレミ
アム商品券発
行事業

①商品券の活用により新型コロナウイルス感染症の影響
により落ち込んだ消費の拡大と購買力の地域外流出の
防止を図り、地域商工業の活性化と振興を図ることを目
的とする。
②11,000円の商品券を10,000円で販売した際の差額（プ
レミアム分）及び事務費
③発行部数3,000ｾｯﾄ×10,000円×ﾌﾟﾚﾐｱﾑ率10％＝
3,000,000円　 事務費1,300,000円
④河内町商工会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 4,300 4,300 4,300 別添事業計画書添付 R3補正（地）

4 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

70
河内町ブラン
ド化支援事業
費補助金

①収束後の復興を図るため、地域の特産品を使用した新
商品等を開発し、地域内外にＰＲを行う事業者に対して助
成を行い、これにより強靭な地域経済を実現する。
②補助対象経費の３分の２（上限300万円・100万円）
③新商品300万円×1件＋高収益作物.販路拡大.デザイ
ン化100万円×3件＝600万円
④中小企業者、認定農業者団体、事業協同組合、町商工
会、廃校等利活用事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑮強い農林水
産

R3.4 R4.3 6,000 6,000 6,000 別添事業計画書添付 R3補正（地）

5 単 通常事
業

自転車を活用
した周遊型観
光拠点整備
事業

①新しい生活様式に即した観光、及びアフターコロナの観
光受入体制を整備し、サイクリングでの周遊など、密集・
密接を回避しながら、観光客や地域の人々に賑わいの空
間を創出し、交流人口に繋げ、地域経済の活性化を図
る。②・③サイクルステーション設置68,695千円、設計・監
理3,696千円、町内周遊アプリチラシ等457千円、レンタル
用自転車等1,220千円
④－

－ － － － － －

②-Ⅱ-６．地
方への人の流
れの促進など
活力ある地方

創り

⑱新たな旅行 R3.4 R4.3 74,068 74,068 74,068 別添事業計画書添付 R3補正（地）

6 単 通常事
業

12
公共的空間
安全・安心確
保事業

①公共空間での感染拡大を防止するため、事務所玄関
の自動ドア化やサーマルカメラの設置、庁舎内の空気清
浄機等の機器を整備することにより行政機能を確保し、
安定した行政サービスの提供を継続することを目的とす
る。
②事務所玄関の自動ドア化、サーマルカメラの設置、事
務所空気清浄機の導入
③自動ドア　1,540千円　　サーマルカメラ一式　113千円
　 空気清浄機５台　231千円　アクリルパネル　50千円
④水道管理事務所

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公

共投資の早期
執行等

①３密対策 R3.4 R4.3 1,934 1,934 1,934 別添事業計画書添付 R3補正（地）

7 単 通常事
業

分庁舎感染
拡大防止対
策事業

①行政機能を確保し、持続的に安定した行政サービスを
提供するため感染拡大防止対策を講じる。
②カウンター、ガードパネル等の購入経費
③環境整備備品　586千円　水道自動水栓化　419千円
感染拡大防止対策備品　1,606千円　網戸設置　235千円
④河内町役場分庁舎

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公

共投資の早期
執行等

①３密対策 R3.4 R4.3 2,846 2,846 2,846 別添事業計画書添付 R3補正（地）

8 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

感染拡大の
防止に努めた
日常生活を守
る移動販売応
援事業

①町内に移動販売車を導入することにより生活必需品の
調達が容易になり外出の機会を減らすことにより感染拡
大を防止する。
②移動販売設備等に係る必要経費に対する支援
③軽車両　4,000千円　燃料費500千円　備品等850千円
その他諸経費650千円　　合計6,000千円
④株式会社カスミ
（基本的対処方針（令和3年9月9日変更）P75）

－ ○ － ○ － －
②-Ⅱ-９．家
計の暮らしと

民需の下支え
①３密対策 R3.9 R4.3 6,000 6,000 6,000 別添事業計画書添付 R3補正（地）

9 単 通常事
業

町内公民館
（各分館）・社
会体育施設に
おける感染拡
大防止事業

①不特定多数の人が利用する町内公民館（各分館）等の
衛生設備の環境を整備することにより、新型コロナウイル
スの感染拡大防止を図る。
②トイレ・手洗い場等の衛生設備改修工事に係る経費
③便器改修費　13，500千円　　手洗い場改修費　1，600
千円電気設備改修費　1，900千円
④公民館（各分館）・社会体育施設

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公

共投資の早期
執行等

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,000 2,000 2,000 別添事業計画書添付 R3補正（地）

14                                                                                                 

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 茨城県 87,643                                                             87,629                                                                                            

地方公共団体名 河内町 -                                                                    

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

-                                                                                                   国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 08447 116,271                                                        1,868                                                               1,868                                                                                             

担当部局課名 -                                                                 7,872                                                               

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

2,000                                                                                                                               - 81,696                                                                                            

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 104,271                                                        7,872                                                                                             

地方単独事業費のうち事業者支援分 事業者支援分　今回配分予定額
（国のR2予算）

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

-                                                                 

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

81,696                                                                                            

179,079                                                                                          

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

95,515                                                             国庫補助事業費 -                                                                 

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                    -12,000                                                          

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

1,868                                                               地方単独事業費のうち通常事業分 2,000                                                           

地方単独事業費のうち事業者支援分 97,383                                                             


